
資料１弘南鉄道の再建問題について
（参考）役割に対応した取組み（※対象：弘南線）

R3.3.9一般質問資料
葛西勇人作成

「乗って残そう」⇒「乗って頂く・乗りたくなる」仕組み作りへの挑戦！

（＊）出所 政策研究レポート「ローカル鉄道の健全経営に向けた行政支援のあり方に関する調査 報告書」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルディング）
「社会資本と国土 ローカル鉄道の健全経営に向けた行政支援のあり方」（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルディング 主任研究員 近藤洋平）

鉄道会社の経営
努力で大きな改善
が期待できる要素

沿線自治体のまち
づくりの視点等が
なければ大きな
改善が難しい要素

これまでも経費削減は進め
られており、効果は限定的

（鉄道運営の主体）
「インフラ」とみなして、
沿線自治体等が維持する施設

〇インフラ予算のベストミックス
・新たな「公共施設」として、道路など
インフラ整備に係る予算配分の見直し

〇有利子負債の圧縮
・既存の鉄道会社に有利子負債がある
場合は、自治体保有で圧縮が期待

〇観光利用の促進
・ウォーキングイベント、観光列車、沿線
の観光施設との連携

〇商店街や沿線住民との協働
・商店街によるグッズ販売、駅の美化活動、
イベント時の支援、等

〇鉄道を軸としたまちづくり・施設立地他
・沿線への商業施設誘致と住宅開発
（都市マス・立地適正計画）
・公共施設等（学校、病院、庁舎等）の沿線
への立地（公共施設マネジメント）

・Ｐ＆Ｒ駐車場、駐輪場の整備、等
〇通勤通学の利便向上
・朝夕３便／時に向けた交換施設の整備
・バス等他モードとの連携（網形形成計画）
・企業・学校向けの営業担当者の配置、等
●平川市公共交通網連携、ＪＲ線との連絡改善
●雪や事故等で電車がストップ時の振替輸送

【目標】
地域鉄道の
経営改善

【売上の増大】
運賃・その他
収益の増大

【経費の削減】
運行に係る各種
経費の削減

運賃収入
の増大

運行に係る人件費・
事務経費等の削減

固定資産税・鉄道施設
の維持経費等の削減

運賃以外
の収入増大

物販・不動産
等の収入増大

定期外の収入
増大

通勤定期の
収入増大

通学定期の
収入増大

【主な取組み】 ※「●」は葛西提案

●全国鉄道マニア、高齢者、健康志向者向けの
イベントの拡大。旅行代理店や観光部門との連携●マーケティング、

再建のプロの雇用
●沿線住民等からの
寄付及びクラウド
ファンディング等
での資金集め
●他社との合併、
大手鉄道会社から
の資本投入

★利用促進に関する支援（約０．９億円／１０年間）

★安全輸送対策事業費補助（約３．６億円／１０年間）

【前提】
〇鉄道維持が地域の総意となっている
〇鉄道が都市計画の軸となっている



資料２コロナ禍における働く女性支援について
R3.3.9一般質問資料
葛西勇人作成１．コロナ禍の働く女性への影響と課題（＊）

女性への影響 課 題

■外出自粛（休校、テレワーク、地域活動の中止、延期等）

・女性の家事、育児、介護等の家庭内負荷が増加
⇒悩み、ストレスの増大

・発散できる環境作り
（ＩＣＴ活用等）

■経済悪化（雇用悪化など） （※１）

・女性の就業者数・非正規労働者数が大幅に減少
また、学校等再開後も子育て女性の雇用回復が鈍化
※女性のテレワーク（在宅勤務含む）がまだ未定着

・「仕事か家庭かの二者択一」で就業控える女性が多い
ので女性の非正規労働者増⇒時短、休業にて収入減少
※非正規労働者比率 女性：54.3％ 男性 21.7％

・ひとり親世帯の収入減少
※育児、介護等での感染予防のため自発的に休業、退職する
ケースもあり。

・コロナ支援制度の認知度不足と利用不足
・民間の女性・こども支援団体の苦しい運営⇐支援者減少

・雇用創出
・柔軟な働き方推進
・非正規労働者対策

・ひとり親家庭への
経済的支援

・制度の周知徹底

・民間支援団体への
公的支援

■性差別と偏見（性別役割分業、誹謗中傷など） （※２）

・性暴力・ＤＶの増大
⇒相談件数が全国で増大。青森県も同様な傾向。

・相談体制の拡充
・シェルター設置

■将来不安（コロナ感染、生活、学業など） （※３）

・女性の自殺者の増大。特に「高校生」が増えている
⇒学業不振、進路の悩み、親子関係の不和等が理由

・ひとり親感染時の療養支援並びに感染後の生活保証

・相談体制の拡充
・自殺防止対策
・ひとり親家庭支援

（＊）ネットワークＡ・Ｌ主催「女・男ひろば」：「コロナ禍の女性への影響と課題を見える化します」からの現状報告と課題提起（概要）

※１ 雇用悪化を示す主な指標（雇用統計）

※２ 青森県配偶者暴力相談支援センター相談件数

※３ 子どもの自殺者（厚生労働省統計）

（指標） ２０１９年 ２０２０年 増 減

①有効求人倍率

１．６０倍 １．１８倍 △０．４２倍

②完全失業率

２．４０倍 ２．８０倍 ＋０．４０倍

③完全失業者数

１６２万人 １９１万人 ＋２５万人

④非正規労働者数

２１６５万人 ２０９０万人 △７５万人

（うち女性）

１４７５万人 １４２５万人 △５０万人

⑤大卒就職内定率

８７．１％ ８２．２％ △４．９％

（指標） ２０１９年 ２０２０年 増 減

４～６月 ２０５件 ３２１件 ＋１１６件

７～９月 ２２７件 ２３３件 ＋６件

（指標） ２０１９年 ２０２０年 増 減

男子高校生 １７０人 １９１人 ＋２１人

女子高校生 ６７人 １３８人 ＋７１人

小学生 １４人 （参考）

中学生 １３６人 （参考）



資料３コロナ禍における働く女性支援について
R3.3.9一般質問資料
葛西勇人作成２．自治体への要望事項（＊）

（＊）ネットワークＡ・Ｌ主催「女・男ひろば」：「コロナ禍の女性への影響と課題を見える化します」からの自治体への要望事項

①コロナ禍における女性問題は日本の社会問題 ⇒ 手厚い支援が急務！
②温かい居場所（例：条件付きカフェ、こども食堂、フリースクール等）、つながり作りが大事！

●ひとり親世帯への支援について
①ひとり親世帯への経済的支援（特別給付金の支給、公共料金の免除の継続等）
②ひとり親がコロナに感染した場合の療養支援、並びに感染後の生活保証体制の整備

●コロナ支援制度の情報発信の再徹底

●民間の女性・こども支援団体への公的支援

●ＤＶ対応について
①女性、子どもがいつでも逃げ出せる「シェルター」（居場所、相談場所等）の複数設置
※例えば、空き家の活用を検討。建物の維持管理は自治体でおこない、運営は民間
支援事業者で対応をする

②広報等での市民へのＤＶ情報の発信
※ステイホームで発生しているＤＶ事例、対処方法及び連絡先の情報発信

●教育、福祉について、自治体と民間支援団体との情報共有・連携体制の構築
また、民間コーディネーター活用の検討


